
「子ども手当」の地方負担に関する緊急要望 

 
 政府の新年度予算編成にあたり、「子ども手当」の財源について地方負担と

いう選択肢もありうるという議論が報道されている。 

 これは、民主党政権がマニフェストに掲げた「地域主権」や憲法の「地方

自治の本旨」に反し、国民や地方自治体の住民の期待を裏切る、断じて看過

できない方針転換である。 

 民主党は、子ども手当の財源に関し「所得税の配偶者控除と扶養控除の廃

止」や「ムダづかいの根絶」等でまかなうと明言していたにもかかわらず、

地方固有の財源である「住民税」に言及し、地方負担を求めようとしている

ことは、極めて遺憾であると言わざるを得ない。 

 鳩山新政権には、我々地方自治体も「地方を重視する姿勢」に共鳴し、   

大いに期待をしているところであり、今後このように地方税源の使途を国が

一方的に決めることのないよう求めるものである。 

 従って、新政権の「子ども手当」については、国が全責任を持って実施   

すべきであり、これに要する経費は人件費や事務費も含め全額を国庫負担と

するよう強く要望する。 

 また、万一政府方針として決定された場合、地方による支給事務の拒否も

辞さない覚悟であることを申し添える。 
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